様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021　年　1　月　12　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号　1010001174683
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①第一生命アニュアルレポート2020
②第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020

	公表日
	①2020年　　7月　　日
②2020年　　8月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①自社公式ホームページにて公表
https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/results/disclosure/index.html
②ホールディングス公式ホームページにて公表
https://www.dai-ichi-life-hd.com/investor/library/annual_report/

	記載内容抜粋
	1-1：デジタル技術が及ぼす影響
社会のデジタル化の進展に伴う個人の価値観や行動様式の変化を適切に把握・分析しており、現在のデジタル社会における使命を経営トップから外部のステークホルダーに対して情報発信している。
■「第一生命アニュアルレポート2020」抜粋箇所
・社長メッセージ（P4）
近年の少子高齢化の加速やデジタル社会の進展、ライフスタイルの多様化などを背景に、物理的な豊かさだけでなく、一人ひとりが生きがいや幸せを探求するといった「こころ」の豊かさを求める時代となりました。こうした認識に基づき、当社はあらゆる人々の「QOL（Quality ofLife）の向上」、すなわち「一人ひとりが望むしあわせな人生や生き方の実現」に貢献していくことこそが、これからの時代の私たちの使命であると考えています。
・生命保険業界を取り巻くリスク・機会と第一生命グループの戦略（P32）
（中略）また、社会のデジタル化に拍車がかかっています。テレワークの拡大をはじめ、さまざまな領域でフィジカルディスタンスを確保した非接触のコミュニケーションが広がっていますが、こうした行動変容の一部はコロナウイルスが収束した後においても定着していくと予想されます。こうした状況は、当社グループの事業活動のあり方にも大きな影響を与えることは明白です。今回、当社グループの強みであるリアルチャネルでの訪問営業活動について、一定の期間、全国で自粛を余儀なくされました。この状況に対処すべく、オンラインでのお客さま接点の強化や、保険手続きの完結といったデジタル活用の取組みを加速させていく方針です。
・国内外での事業の多様化・拡大に向けた主な取組み（P8）
保険ビジネス（Insuranse）とテクノロジー（Technology）の両面から生命保険事業独自のイノベーションを創出する取組みを“InsTech”と銘打ち、最優先の戦略課題としてグループ全体で推進しています。社内外の医療ビッグデータ解析によって、保険引受基準の緩和や、「健康診断割引特約」などの新たな商品・サービスを開発しています。また、東京・渋谷と米国シリコンバレーに「Dai-ichi Life Innovation Lab」を創設し、新たな付加価値創造に取り組んでいます。

■「第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020」抜粋箇所
・トップメッセージ（P34）
（Q デジタル化の進展によって対面営業チャネルの取組みも変えていきますか。）
これからの時代は非対面や非接触コミュニケーションが相当程度定着し、多くのものがデジタルチャネルを通じて提供される世の中になると予想されます。こうした時代においては私たちのリアルチャネルが持つ強みを損なうことなく、デジタルと融合させてさらに強力な強みに変えていくことが、ビジネスチャンスを広げることにつながると考えています。すでに当社では、AIによる助言をベースにした最適な保障設計の提案やコンサルティングを行う取組みをリアルチャネルにおいて開始しています。今後は、パソコンやスマートフォンなどのデジタル基盤を経由して、チャットによるお客さまからのご相談受付や人生設計のシミュレーションなどを行った後、一人ひとりに最適なコンサルティングを提案するような取組みも進めていきたいと考えています。
・第一生命グループの価値創造プロセス（P18 ）
第一生命グループは、「一生涯のパートナー」としての使命をこれからの時代においても果たしていくために、人々の「QOL向上への貢献」を通じた新たな社会課題の解決に貢献していきます。この考え方に基づく価値創造を、グループの総力を結集して世界中で展開することで、グループの成長性と持続可能性を高めていきます。

1-2：経営ビジョンの策定
商品・サービス・提案を通じた「保障」「資産形成」「健康増進」「つながり・絆」を柱とした価値提供で日本全国全ての人のQOL向上に貢献すると公表、また特に、最先端のテクノロジーを活用した”InsTech”の取り組みを通じて顧客のQOL向上に資する新たなサービスの創出、地域・社会課題の解決に取り組むと公表している。

■「第一生命アニュアルレポート2020」抜粋箇所
P13,14：“QOL向上への貢献”より
第一生命グループは、これからも「一生涯のパートナー」として、お客さま一人ひとりが
「もっと安心に。もっと私らしく。」人生を送っていただけるよう、
最適なコンサルティング・商品・サービスによる「保障」「資産形成」「健康増進」「つながり・絆」の価値提供を通じてお客さまのQOL向上に貢献していきます。

■「第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020」抜粋箇所
P43：“イノベーションの創出”より
第一生命グループでは、テクノロジーの進化などを背景としたお客さまニーズの急速な変化に対応するため、最先端のテクノロジーを活用した“InsTech（Insurance Technology）”の取組みを最優先の戦略課題として推進しています。“InsTech”を通じて、一人ひとりのお客さまのQOL向上に資する新たなサービスを創出するとともに、健康寿命の延伸や医療費の抑制といった地域・社会の課題解決に貢献していくために、さまざまな社会実証事業などにも積極的に取り組んでいます。

1-3：ビジネスモデルの方向性
既存の強みであるリアルチャネルをデジタルとの融合でより強力にしていくとして、デジタル化の進展に伴うビジネスモデルの構築・再考の方向性を経営者自らの言葉で示しており、外部のステークホルダーに対して情報発信している。

■「第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020」
P34：”トップメッセージ”より
これからの時代は非対面や非接触コミュニケーションが相当程度定着し、多くのものがデジタルチャネルを通じて提供される世の中になると予想されます。こうした時代においては私たちのリアルチャネルが持つ強みを損なうことなく、デジタルと融合させてさらに強力な強みに変えていくことが、ビジネスチャンスを広げることにつながると考えています。すでに当社では、AIによる助言をベースにした最適な保障設計の提案やコンサルティングを行う取組みをリアルチャネルにおいて開始しています。今後は、パソコンやスマートフォンなどのデジタル基盤を経由して、チャットによるお客さまからのご相談受付や人生設計のシミュレーションなどを行った後、一人ひとりに最適なコンサルティングを提案するような取組みも進めていきたいと考えています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 第一生命アニュアルレポート2020
：第一生命保険株式会社の取組みについて、社内規定に基づき決定し、公表している
2 第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020
：第一生命ホールディングス株式会社の統合報告書であり、社内規定に基づき決定し、公表している



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①第一生命アニュアルレポート2020
②第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020

	公表日
	①2020年　　7月　　日
②2020年　　8月　31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①自社公式ホームページにて公表
https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/results/disclosure/index.html
②ホールディングス公式ホームページにて公表
https://www.dai-ichi-life-hd.com/investor/library/annual_report/

	記載内容抜粋
	2-1：ビジョンやビジネスモデルを実現するための戦略
中期経営計画の中にイノベーションの創出としてInsTech(Insurance：保険ビジネス×Technology：テクノロジー)推進体制の構築を示しており、デジタル技術を活用した戦略として外部のステークホルダーに情報発信している

■「第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020」
P43：“InsTech”の推進でお客さまのQOL向上に資する新たな価値を創出”より
第一生命グループでは、テクノロジーの進化などを背景としたお客さまニーズの急速な変化に対応するため、最先端のテクノロジーを活用した“InsTech（Insurance Technology）”の取組みを最優先の戦略課題として推進しています。
“InsTech”を通じて、一人ひとりのお客さまのQOL向上に資する新たなサービスを創出するとともに、健康寿命の延伸や医療費の抑制といった地域・社会の課題解決に貢献していくために、さまざまな社会実証事業などにも積極的に取り組んでいます。

2-2：データ活用を組み込んだ戦略
上記の「InsTech」施策のひとつに、社内外のビッグデータを活用した新商品・サービス開発等が含まれている。

■「第一生命アニュアルレポート2020」
P8：“InsTechへの取り組み”より
（中略）生命保険事業独自のイノベーションを創出する取組みを“InsTech”と銘打ち、最優先の戦略課題としてグループ全体で推進しています。社内外の医療ビッグデータ解析によって、保険引受基準の緩和や、「健康診断割引特約」などの新たな商品・サービスを開発しています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 第一生命アニュアルレポート2020
：第一生命保険株式会社の取組みについて、社内規定に基づき決定し、公表している
2 第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020
：第一生命ホールディングス株式会社の統合報告書であり社内規定に基づき決定し、公表している



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①2020年４月１日付第一生命保険株式会社における組織改編ならびに人事異動
②第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020

	記載内容抜粋
	外部環境・保険業界等の変化を捉えつつ、戦略を推進するための体制・組織を示し、外部のステークホルダーに対して情報発信している。

■「2020年４月１日付第一生命保険株式会社における組織改編ならびに人事異動」
P2：“本社組織の改編”より
・「コミュニケーションデザイン部」の新設
生まれながらにデジタル化社会を生き、これまでの世代とは全く異なる価値観を持つ「ミレニアル世代」が社会の中核を担うこととなるこれからの時代を見据え、お客さまの特性にあわせて軽量で機動力の高い商品・サービスを開発できる体制を強化し、新しい世代を中心とした多様な「QOL 向上への貢献」を実現することを目的に、コミュニケーションデザイン部を新設します。
・「イノベーション推進部」の新設
生命保険事業独自のイノベーションを創出する取組みとして従来から推進している「InsTech」の更なる強化に向け、社外とのネットワークやグローバルレベルの先端のビジネス・技術動向をもとに、既存事業における新たな価値創造・顧客体験に向けた実証実験を加速し、より多くのお客さまにより効率的に「QOL 向上への貢献」に資する価値提供を行っていくことを目的に、イノベーション推進部を新設します。

■第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020
P43：“イノベーションの創出”より
（中略）また、異分野における知見やアイデアを持つ大学やスタートアップ企業、医師会、医療機関などとの連携の強化や、先端技術を有する国内外のベンチャー企業への戦略
的な投資を進めています。このように、学界と産業界とのつながりを多様化しながら、経済発展と社会課題の解決の両立を目指す未来社会“Society5.0”の実現に資する新たな価値を生み出していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020

	記載内容抜粋
	より付加価値の高い業務へとシフトするための改革として、AIやRPA等のICTを活用した業務の抜本的な効率化による成長分野への人財シフトや、レガシーモダナイゼーションとしてクラウド利用により、システム開発やメンテナンスにかかる工数を削減し、運用効率化とビジネス要件に対応する俊敏性向上を図っている。

■第一生命ホールディングスアニュアルレポート2020
P66：“働き方改革の推進”より
当社グループは、「働き方改革」を業務量や勤務時間の削減を目的とした取組みにとどまらず、より付加価値の高い業務へとシフトするための改革と位置付けています。その実現に向けて、専門の委員会を2017年度に新設し、AIやロボティクスといったICTを活用して業務を抜本的に効率化することで、成長分野へ人財をシフトするとともに、お客さま本位の視点で優先順位を付け、業務や商品・サービスの見直しなどにも取り組んでいます。また、2019年度には「働きやすさ」「働きがい」の向上に向けて、社外利用可能なパソコンへのリニューアル、サテライトスペースの設置など、テレワークを利用できる環境を整備しました。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①ニュースリリース　第一生命グループ 2018-20年度中期経営計画 CONNECT2020
②第10期提示株主総会招集ご通知

	公表日
	①2018年　　3月　　29日
②2020年　　6月

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①自社公式ホームページにて公表
https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/index.html
②インターネット上にて公表
https://www.dai-ichi-life-hd.com/investor/share/meeting/pdf/index_054.pdf

	記載内容抜粋
	デジタル技術の活用等を意図した「イノベーションの創出」を重点取組みの一つとして掲げる中期経営計画「CONNECT 2020」において、左記取組みの進捗による効果も含めた総合的な経営目標(計数目標)として会計利益（グループ修正利益）及び将来利益（グループ新契約価値）を設けているとともに、グループの持続的価値創造の実現に対する貢献を表す指標として、役員報酬を評価・報奨するものと示しており、外部のステークホルダーに対して情報発信している。

■第一生命グループ 2018-20年度中期経営計画 CONNECT2020
“新中期経営計画の経営目標”
経営目標（計数目標）の項目として会計利益（グループ修正利益）及び将来利益（グループ新契約価値）を設けている。会計利益（グループ修正利益）の目標値は2020年度で2,500億円程度。将来利益（グループ新契約価値）の目標値は2020年度で2,300億円程度。

■第10期提示株主総会招集ご通知
P35：“役員報酬”
当社は、役員報酬制度を当社グループの発展を担う役員に対する「公正な処遇」の重要な要素として位置付けている。役員報酬の基本方針の中に、グループの持続的価値創造の実現に対する貢献を評価・報奨するものであることとしている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年　　11月　　24日
（最新のニュースリリース公開日）

	発信方法
	自社の公式HPにて、InsTechに関する具体的な取り組み内容や各施策の推進状況について、外部のステークホルダーに向けてNewsReleaseとして随時発信を行っている。

	[bookmark: _GoBack]発信内容
	複数発信しているなかから抜粋

■第一生命　NewsRelease　2019/8/14
https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2019_029.pdf

 第一生命保険株式会社（代表取締役社長：稲垣精二、以下「当社」）は、スマートフォン（以下、「スマホ」）完結型のデジタルチャネルによる少額短期保険の販売をスタートします。
ミレニアル世代やZ世代と呼ばれる現在の若年層から保障中核層については、その生き方や価値観の変化から、保険に対するニーズが多様化しております。当社では、若年層のニーズを捉えた商品・サービスの提供に向けた取り組みとして、スマホやタブレットからチャット形式でダイレクトに申し込みや保険金の請求手続きが完結するWebアプリ「Snap Insurance（商標出願中）」を開発しました。

※NewsReleaseは第一生命保険会社・代表取締役社長：稲垣精二として発信するもの




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　9月頃　～　2020年　　11月頃


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットに自己診断結果を記入し、デジタル技術に係る動向や自社のITシステムの現状を踏まえた課題の把握を行っている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2000年　8月頃　～　2020年　11月頃
（情報資産保護管理規程の制定日を実施開始として記載）


	実施内容
	情報資産保護管理規程の中で、情報資産の保護管理が全社的に有効に機能しているかどうかを定期的に内部監査することを定めている。
また、サイバーセキュリティ基本方針の中で、策定したサイバーセキュリティ対策に対し、定期的なアセスメントを行うことを定めている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

